
訪問介護等サービス提供体制確保支援事業に関するＱ＆Ａ 

 

Q１  事業の対象期間はいつからいつまでになるのか。 

A１  令和７年６月１日～令和８年３月 31日までとなります。 

対象期間内であれば、申請前に要した経費についても対象となりますが、実績報告時に納品・支払いが完

了している必要がありますので、ご留意ください。 

 

Q２  申請は事業所ごとにするのか、法人でまとめて申請することは可能か。 

A２  どちらでも構いませんが、別記様式第 1号の事業計画書と別記第２号様式の事業実績報告書について

は、事業所ごとに作成してください。 

 

Q３  申請書や実績報告書の提出方法は郵送に限られるか。 

A３  押印が必要な書類がありますので、郵送で提出してください。 

 

Q４  他の補助金との併用は可能か。 

A４  同一経費について、他の補助金と併用することはできません。 

 

Q５  本事業による補助金を、介護職員の賃金改善に充てることはできるか。 

A５  非常勤職員や登録ヘルパーの常勤化のために必要となる経費に充てることはできますが、単純な賃上げ

に充てることはできません。 

 

Q６  「研修体制の構築の支援」について、別団体等が実施する研修会に参加する費用を事業所が負担する場

合の経費は補助対象となるか。 

A６  補助対象とすることができます。 

 

Q７  「経験年数が短いホームヘルパー等への同行支援」について、「経験年数が短い」とは具体的にどの程度

の期間をいうか   

A７  基本的に訪問業務に従事した期間が１年未満である方を想定していますが、従事した期間が１年以上で

あっても、従事する頻度が少なく十分な経験を積んでいない、長期間のブランクがある等、個別具体的な理

由を考慮し補助対象とすることがありますので、その場合は、個別具体的な理由をご記載ください。 

 

 

Q８  「経験年数が短いホームヘルパー等への同行支援」に要した経費はどのように算出するのか。 

A８  同行訪問に要した時間に応じて以下の基準額を実出額として算出するものとします。 

    ・３０分未満の同行支援１回につき ３，５００円 

・３０分以上の同行支援１回につき ５，０００円 

なお、同行支援の回数は、経験年数が短いホームヘルパー１人につき３０回を上限とし、事業所が個々の 

状況に応じて適切に判断してください。 



 

Q９  「登録ヘルパー等の常勤化の促進の支援」について、常勤化の具体的な勤務条件はあるのか。   

A９  各事業所の就業規則で常勤職員として規定されていることが基本となり、社会保険に加入することが必須

条件となります。 

 

Q10  「介護人材・利用者確保のための広報活動に関する支援」について、人材紹介会社等に対して支払う紹

介手数料は、補助対象となるのか。   

A10  補助対象となりません。 

 


